
給実甲第１２９０号

令和３年１２月２４日

人 事 院 事 務 総 長

給実甲第３２６号の一部改正について（通知）

給実甲第３２６号（人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）の運用

について）の一部を下記のとおり改正したので、令和４年１０月１日以降は、こ

れによってください。

なお、この通知の施行に伴う経過措置については、給実甲第１２９１号（給実

甲第１２９０号（給実甲第３２６号の一部改正について）の施行に伴う経過措置

について）に定めるところによってください。

記

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分（以下「傍線部分」

という。）でこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線部分があるものは、こ

れを当該傍線部分のように改め、改正前欄に掲げる規定の傍線部分でこれに対応

する改正後欄に掲げる規定の傍線部分がないものは、これを削り、改正後欄に掲

げる規定の傍線部分でこれに対応する改正前欄に掲げる規定の傍線部分がないも

のは、これを加える。

改 正 後 改 正 前

第２０条関係 第２０条関係



１ この条の第２項第２号の「人 １ この条の第２項第２号の「人

事院の定める要件」は、次の各 事院の定める要件」は、次の各

号のいずれかに掲げる要件とす 号のいずれかに掲げる要件とす

る。 る。

一 昇格させようとする日に人 一 昇格させようとする日に次

事院規則８―１２（職員の任 のいずれかに掲げる要件を満

免）第２６条第２項に規定す たすこと。

る人事院が定める転任又は同

規則第１８条第３項に規定す

る特定幹部職への転任をした

こと。

（削る） イ 人事院規則８―１２（職

員の任免）（以下「規則８

―１２」という。）第２６

条第２項に規定する人事院

が定める転任（次号におい

て「第２６条第２項転任」

という。）をしたこと。

（削る） ロ 特定幹部職（規則８―１

２第１８条第３項に規定す

る特定幹部職をいう。）へ

の転任（適格性審査基準（

平成２６年６月４日内閣官

房長官決定）の１に規定す

る現に幹部職に属する官職

と同じ若しくは同等の職制



上の段階に属する官職に就

いている者又は過去に幹部

職に属する官職と同じ若し

くは同等の職制上の段階に

属する官職に就いていた者

に係る転任を除く。次号に

おいて「特定転任」とい

う。）をし、かつ、この条

の第２項第３号イ及びハに

掲げる要件を満たすこと。

二 昇格させようとする日前１ 二 昇格させようとする日前１

年以内に昇任又は前号の転任 年以内に昇任又は第２６条第

をし、かつ、職員を昇格させ ２項転任若しくは特定転任を

ようとする日以前における直 し、かつ、この条の第２項第

近の連続した２回の能力評価 ３号イ及びハに掲げる要件を

及び４回の業績評価の全体評 満たすこと。

語がいずれも「良好」の段階

以上であること。

（削る） ２ この条の第２項第３号イの「

人事院の定めるもの」は、能力

評価にあっては人事評価政令第

５条第３項に規定する評価期間

の全期間において職務に従事し

ているものとし、業績評価にあ

っては同条第４項に規定する評

価期間の全期間において職務に



従事しているものとする。

（削る） ３ この条の第２項第３号ロの「

通常のものを超えるものとして

人事院が定める要件」は、次に

掲げる要件を満たすこととす

る。

一 職員を昇格させようとする

日以前における直近の能力評

価及び業績評価の全体評語が

上位又は中位の段階であるこ

と。

二 職員を昇格させようとする

日以前における直近の連続し

た２回の能力評価及び４回の

業績評価の全体評語について

、一の全体評語が上位の段階

であり、かつ、他の全体評語

が中位の段階であること又は

これと同等以上と認められる

ものであること。

２ この条の第２項第３号の「人 ４ この条の第２項第３号ロの「

事院の定める場合」は、次の各 人事院の定める場合」は、次に

号のいずれかに掲げる場合とす 掲げる職務の級に昇格させる場

る。 合とする。

一 次に掲げる職務の級に昇格 一 次に掲げる職務の級

させる場合



⑴～⒂ （略） ⑴～⒂ （略）

二 次に掲げる職務の級に昇格 二 次に掲げる職務の級

させる場合

⑴～⑽ （略） ⑴～⑽ （略）

三 昇格させようとする日以前 （新設）

における直近の連続した２回

の能力評価及び４回の業績評

価の全体評語を総合的に勘案

してこの条の第２項第３号（

括弧書を除く。）に掲げる全

体評語に係る要件に相当する

要件を満たす職員を昇格させ

る場合

３ この条の第２項第３号の「人 ５ この条の第２項第３号ロの「

事院の定める要件」は、次の各 通常のものを超えるものに準ず

号に掲げる場合に応じ、当該各 るものとして人事院の定める要

号に定める要件とする。 件」は、次の各号に掲げる職務

の級に昇格させる場合に応じ、

当該各号に定める要件とする。

一 前項第１号に掲げる場合 一 前項第１号に掲げる職務の

次のいずれかに掲げる要件又 級 次に掲げる要件を満たす

は第３号に掲げる要件を満た こと等第３項の要件を満たし

すこと。 た場合に準ずると認められる

こと。

⑴ 昇格させようとする日以 （新設）

前における直近の連続した



２回の能力評価及び４回の

業績評価の全体評語につい

て、二の全体評語が「優良

」の段階以上であり、かつ

、他の全体評語が「良好」

の段階以上であること。

⑵ 次のイ及びロに掲げる要 （新設）

件を満たすこと。

イ 昇格させようとする日 イ 職員を昇格させようとす

以前における直近の連続 る日以前における直近の連

した２回の能力評価及び 続した２回の能力評価及び

４回の業績評価の全体評 ４回の業績評価の全体評語

語について、いずれも「 について、いずれも中位の

良好」の段階以上である 段階であること。

こと。

ロ 直近の能力評価の人事 ロ 直近の能力評価の人事評

評価の基準、方法等に関 価政令第５条第３項に規定

する政令（平成２１年政 する評価期間において職員

令第３１号。以下「人事 が職務遂行の中でとった行

評価政令」という。）第 動について人事評価政令第

５条第３項に規定する評 ４条第３項に規定する評価

価期間において職員が職 項目に照らして優れた行動

務遂行の中でとった行動 がみられ、かつ、その他の

について人事評価政令第 行動は通常求められる程度

４条第３項に規定する評 であること又は直近の業績

価項目に照らして優れた 評価の人事評価政令第５条



行動がみられ、かつ、そ 第４項に規定する評価期間

の他の行動は当該職員に において職員が挙げた業績

求められる能力の発揮の について人事評価政令第４

程度に達していること又 条第４項に規定する果たす

は直近の業績評価の人事 べき役割に照らして優れた

評価政令第５条第４項に 業績がみられ、かつ、その

規定する評価期間におい 他の業績は通常求められる

て職員が挙げた業績につ 程度であること。

いて人事評価政令第４条

第４項に規定する果たす

べき役割に照らして優れ

た業績がみられ、かつ、

その他の業績は当該職員

に求められる当該役割を

果たした程度に達してい

ること。

二 前項第２号に掲げる場合 二 前項第２号に掲げる職務の

前号⑵イ又は次号に掲げる要 級 前号イに掲げる要件又は

件 これと同等と認められるもの

であること。

三 前項第３号に掲げる場合 （新設）

昇格させようとする日以前に

おける直近の連続した２回の

能力評価及び４回の業績評価

の全体評語について、一の全

体評語が「やや不十分」の段



階であり、かつ、他の全体評

語が「良好」の段階以上であ

ること及び次の⑴から⑶まで

に掲げる要件を満たすこと。

⑴ 「やや不十分」の段階で

ある全体評語が、昇格させ

ようとする日以前における

直近の能力評価又は業績評

価の全体評語のいずれでも

ないこと。

⑵ 二以上の全体評語が「優

良」の段階以上（そのうち

一以上の全体評語が「非常

に優秀」の段階以上）であ

ること。

⑶ 次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める

要件を満たすこと。

イ 能力評価の全体評語に

「やや不十分」の段階が

ある場合 昇格させよう

とする日以前における直

近の能力評価の全体評語

が「優良」の段階以上で

あること。

ロ 業績評価の全体評語に



「やや不十分」の段階が

ある場合 他の業績評価

の全体評語のうち一の全

体評語が「優良」の段階

以上であること。

４ この条の第２項第４号の「こ ６ この条の第２項第３号ハの「

れに相当する処分」とは、昇格 これに相当する処分」とは、昇

させようとする者が第１７条各 格させようとする者が第１７条

号に掲げる者として受けた懲戒 各号に掲げる者として受けた懲

処分に相当する処分のことをい 戒処分に相当する処分のことを

う。 いう。

５・６ （略） ７・８ （略）

７ この条の第６項の規定により ９ この条の第６項の規定により

読み替えられた同条第４項の「 読み替えられた同条第４項の「

人事院の定める要件」は、次の 人事院の定める要件」は、次の

各号に掲げる場合に応じ、当該 各号に掲げる場合に応じ、当該

各号に定める要件とする。 各号に定める要件とする。

一 （略） 一 （略）

二 第１１条第３項の規定によ 二 第１１条第３項の規定によ

り職務の級を決定された職員 り職務の級を決定された職員

をその者が採用された日後に をその者が採用された日後に

最初に昇格させる場合 昇格 最初に昇格させる場合 昇格

させようとする日以前におけ させようとする日以前におけ

る直近の能力評価及び連続し る直近の能力評価（人事評価

た２回の業績評価の全体評語 政令第５条第３項に規定する

について、一の全体評語が「 評価期間の一部の期間におい



優良」の段階以上であり、か て職務に従事しているものを

つ、他の全体評語が「良好」 含む。以下この号において同

の段階以上であること（次に じ。）及び連続した２回の業

掲げる職務の級に昇格させる 績評価（同条第４項に規定す

場合にあっては、それぞれ次 る評価期間の一部の期間にお

に定める要件を含む。）。 いて職務に従事しているもの

を含む。以下この号において

同じ。）の全体評語について

、一の全体評語が上位の段階

であり、かつ、他の全体評語

が上位又は中位の段階である

こと（次に掲げる職務の級に

昇格させる場合にあっては、

それぞれ次に定める要件を含

む。）

⑴ 第２項第１号に規定する ⑴ 第４項第１号に掲げる職

職務の級 次のイ及びロに 務の級 次に掲げる要件を

掲げる要件を満たすこと。 満たすこと。

イ 昇格させようとする日 イ 職員を昇格させようと

以前における直近の能力 する日以前における直近

評価及び連続した２回の の能力評価及び連続した

業績評価の全体評語につ ２回の業績評価の全体評

いて、いずれも「良好」 語について、いずれも中

の段階であること。 位の段階であること。

ロ 第３項第１号⑵ロに掲 ロ 直近の能力評価の人事

げる要件 評価政令第５条第３項に



規定する評価期間におい

て職員が職務遂行の中で

とった行動について人事

評価政令第４条第３項に

規定する評価項目に照ら

して優れた行動がみられ

、かつ、その他の行動は

通常求められる程度であ

ること又は直近の業績評

価の人事評価政令第５条

第４項に規定する評価期

間において職員が挙げた

業績について人事評価政

令第４条第４項に規定す

る果たすべき役割に照ら

して優れた業績がみられ

、かつ、その他の業績は

通常求められる程度であ

ること。

⑵ 第２項第２号に規定する ⑵ 第４項第２号に掲げる職

職務の級 ⑴イに掲げる要 務の級 ⑴イに掲げる要件

件 を満たすこと。

８～１０ （略） １０～１２ （略）

第３７条関係 第３７条関係

１ この条の第１項第１号イ又は １ この条の第１項第１号イ又は

ロに掲げる職員に該当するか否 ロに掲げる職員に該当するか否



かの判断は、人事評価政令第７ かの判断は、人事評価政令第７

条第２項に規定する調整者（同 条第２項に規定する調整者（同

項ただし書の規定により調整者 項ただし書の規定により調整者

を指定しない場合にあっては、 を指定しない場合にあっては、

同条第１項に規定する評価者） 同条第１項に規定する評価者）

が同一である職員ごとに、次に が同一である職員ごとに、次に

掲げる順序に従い、この条の第 掲げる順序に従い、この条の第

６項に規定する人事院の定める ６項に規定する人事院の定める

割合におおむね合致するよう行 割合におおむね合致するよう行

うものとする。この場合におい うものとする。この場合におい

ては、次に掲げる職員について ては、次に掲げる職員について

同号イ又はロに掲げる職員のい 同号イ又はロに掲げる職員のい

ずれに該当するかを判断すると ずれに該当するかを判断すると

きは、全体評語、人事評価政令 きは、人事評価政令第６条第１

第６条第１項に規定する個別評 項に規定する個別評語、同条第

語並びに同条第４項に規定する ４項に規定する個別評語及び全

個別評語及び全体評語を付した 体評語を付した理由その他参考

理由その他参考となるべき事項 となるべき事項（第８項及び第

（第８項及び第９項において「 ９項において「考慮事項」とい

考慮事項」という。）を考慮す う。）を考慮するものとする。

るものとする。

一 直近の能力評価の全体評語 一 直近の能力評価の全体評語

が「卓越して優秀」の段階で が最上位の段階（人事評価政

あり、かつ、直近の連続した 令第６条第２項第２号に掲げ

２回の業績評価の全体評語が る職員にあっては、上位の段

いずれも「非常に優秀」の段 階。以下第９項までにおいて



階以上である職員及び直近の 同じ。）であり、かつ、直近

能力評価の全体評語が「非常 の連続した２回の業績評価の

に優秀」の段階であり、かつ 全体評語がいずれも最上位の

、直近の連続した２回の業績 段階、最上位の段階及び上位

評価のうち、一の業績評価の の段階（同号に掲げる職員に

全体評語が「卓越して優秀」 係るものを除き、同項第３号

の段階であり、かつ、他の業 に掲げる職員にあっては、最

績評価の全体評語が「非常に 上位の段階を除く。以下第９

優秀」の段階以上である職員 項までにおいて同じ。）、最

上位の段階及び中位の段階、

いずれも上位の段階又は上位

の段階及び中位の段階である

職員並びに直近の能力評価の

全体評語が上位の段階であり

、かつ、直近の連続した２回

の業績評価の全体評語がいず

れも最上位の段階、最上位の

段階及び上位の段階又はいず

れも上位の段階である職員

二 直近の能力評価の全体評語 二 直近の能力評価の全体評語

が「優良」の段階以上であり が最上位の段階であり、かつ

、かつ、直近の連続した２回 、直近の連続した２回の業績

の業績評価のうち、一の業績 評価の全体評語がいずれも中

評価の全体評語が「優良」の 位の段階である職員、直近の

段階以上であり、かつ、他の 能力評価の全体評語が上位の

業績評価の全体評語が「良好 段階であり、かつ、直近の連



」の段階以上である職員（前 続した２回の業績評価の全体

号に掲げる職員を除く。） 評語が最上位の段階及び中位

の段階、上位の段階及び中位

の段階又はいずれも中位の段

階である職員並びに直近の能

力評価の全体評語が中位の段

階であり、かつ、直近の連続

した２回の業績評価の全体評

語がいずれも最上位の段階、

最上位の段階及び上位の段階

、最上位の段階及び中位の段

階又はいずれも上位の段階で

ある職員

２ （略） ２ （略）

３ 前項に規定する者については ３ 前項に規定する者については

、第１項の規定にかかわらず、 、第１項の規定にかかわらず、

次の各号に掲げる職員の区分に 次の各号に掲げる職員の区分に

応じ、当該各号に定める職員と 応じ、当該各号に定める職員と

することができる。 することができる。

一 （略） 一 （略）

二 昇給評語がいずれも「良好 二 昇給評語が上位の段階又は

」の段階以上である職員のう 中位の段階である職員のうち

ち、第１項各号に掲げる職員 、第１項各号に掲げる職員以

以外の職員 同項第２号に掲 外の職員 同項第２号に掲げ

げる職員 る職員

４ 次に掲げる職員（次項各号に ４ 次に掲げる職員（次項各号に



掲げる職員を除く。）は、この 掲げる職員を除く。）は、この

条の第１項第３号イに掲げる職 条の第１項第３号イに掲げる職

員に該当するものとして取り扱 員に該当するものとして取り扱

うものとする。 うものとする。

一 昇給評語のいずれかが「や 一 昇給評語のいずれかが下位

や不十分」の段階である職員 の段階（人事評価政令第６条

第２項第２号に掲げる職員に

係るものを除き、同項第３号

に掲げる職員にあっては、最

下位の段階を除く。以下第９

項までにおいて同じ。）であ

る職員

二 基準期間（この条の第４項 二 基準期間（この条の第４項

第１号に規定する基準期間を 第１号に規定する基準期間を

いう。以下同じ。）において いう。以下同じ。）において

、戒告の処分（次項第２号に 、減給の処分（その対象とな

規定するものを除く。）を受 った事実の勤務成績に及ぼす

けた職員 影響の程度が軽微であると認

められるものに限る。）又は

戒告の処分（次項第２号に規

定するものを除く。）を受け

た職員

三～五 （略） 三～五 （略）

５ 次に掲げる職員は、この条の ５ 次に掲げる職員は、この条の

第１項第３号ロに掲げる職員に 第１項第３号ロに掲げる職員に

該当するものとして取り扱うも 該当するものとして取り扱うも



のとする。 のとする。

一 昇給評語がいずれも「やや 一 昇給評語がいずれも下位の

不十分」の段階である職員又 段階である職員又はいずれか

はいずれかが「不十分」の段 が最下位の段階（人事評価政

階である職員 令第６条第２項第２号に掲げ

る職員にあっては、下位の段

階。以下第９項までにおいて

同じ。）である職員

二 基準期間において、停職若 二 基準期間において、停職の

しくは減給の処分又は戒告の 処分、減給の処分（前項第２

処分（その対象となった事実 号に規定するものを除く。）

の勤務成績に及ぼす影響の程 又は戒告の処分（その対象と

度が著しいと認められるもの なった事実の勤務成績に及ぼ

に限る。）を受けた職員 す影響の程度が著しいと認め

られるものに限る。）を受け

た職員

三・四 （略） 三・四 （略）

６・７ （略） ６・７ （略）

８ 第４項第１号に掲げる職員の ８ 第４項第１号に掲げる職員の

うち、次の各号のいずれかに該 うち、次の各号のいずれかに該

当する職員については、同項の 当する職員については、同項の

規定にかかわらず、考慮事項を 規定にかかわらず、考慮事項を

勘案し、当該各号に定める昇給 勘案し、当該各号に定める昇給

区分に決定することができる。 区分に決定することができる。

一 直近の能力評価の全体評語 一 直近の能力評価の全体評語

が「優良」の段階以上であり が最上位の段階又は上位の段



、かつ、直近の連続した２回 階であり、かつ、直近の連続

の業績評価の全体評語のいず した２回の業績評価の全体評

れかが「良好」の段階以上で 語のいずれかが下位の段階で

ある職員 Ｃ ある職員（次項第１号に掲げ

るものを除く。） Ｃ

二 直近の能力評価の全体評語 二 直近の能力評価の全体評語

が「良好」の段階であり、か が中位の段階であり、かつ、

つ、直近の連続した２回の業 直近の連続した２回の業績評

績評価の全体評語のいずれか 価の全体評語が最上位の段階

が「優良」の段階以上である 及び下位の段階又は上位の段

職員 Ｃ 階及び下位の段階である職員

Ｃ

三 直近の能力評価の全体評語 三 直近の能力評価の全体評語

が「やや不十分」の段階であ が下位の段階であり、かつ、

り、かつ、直近の連続した２ 直近の連続した２回の業績評

回の業績評価のうち、一の業 価の全体評語がいずれも最上

績評価の全体評語が「良好」 位の段階、最上位の段階及び

の段階であり、かつ、他の業 上位の段階、最上位の段階及

績評価の全体評語が「やや不 び中位の段階又はいずれも上

十分」の段階である職員 Ｅ 位の段階である職員 Ｃ

（削る） 四 直近の能力評価の全体評語

が下位の段階であり、かつ、

直近の連続した２回の業績評

価の全体評語が中位の段階及

び下位の段階 Ｅ

９ 第５項第１号に掲げる職員の ９ 第５項第１号に掲げる職員の



うち、直近の能力評価の全体評 うち、次の各号のいずれかに該

語が「良好」の段階以上であり 当する職員については、同項の

、かつ、直近の連続した２回の 規定にかかわらず、考慮事項を

業績評価の全体評語のいずれか 勘案し、Ｄの昇給区分に決定す

が「良好」の段階以上である職 ることができる。

員については、同項の規定にか

かわらず、考慮事項を勘案し、

Ｄの昇給区分に決定することが

できる。

（削る） 一 直近の能力評価の全体評語

が最上位の段階又は上位の段

階であり、かつ、直近の連続

した２回の業績評価の全体評

語のいずれかが最下位の段階

である職員

（削る） 二 直近の能力評価の全体評語

が中位の段階であり、かつ、

直近の連続した２回の業績評

価の全体評語が最上位の段階

及び最下位の段階、上位の段

階及び最下位の段階又は中位

の段階及び最下位の段階であ

る職員

（削る） 三 直近の能力評価の全体評語

が下位の段階であり、かつ、

直近の連続した２回の業績評



価の全体評語が最上位の段階

及び最下位の段階である職員

（削る） 四 直近の能力評価の全体評語

が最下位の段階であり、かつ

、直近の連続した２回の業績

評価の全体評語がいずれも最

上位の段階、最上位の段階及

び上位の段階、最上位の段階

及び中位の段階又はいずれも

上位の段階である職員

１０～１５ （略） １０～１５ （略）

１６ この条の第８項の「人事院 １６ この条の第９項の「人事院

の定める数」は、昇給号俸数表 の定める数」は、昇給号俸数表

のＣ欄に定める号俸数に相当す のＣ欄に定める号俸数に相当す

る数とする。 る数とする。

１７ この条の第８項の「人事院 １７ この条の第９項の「人事院

の定める職員」は、前年の昇給 の定める職員」は、前年の昇給

日後に、新たに職員となり初任 日後に、新たに職員となり初任

給の号俸を決定された職員又は 給の号俸を決定された職員又は

第２３条第３項、第２６条第２ 第２３条第３項、第２６条第２

項（第２８条において準用する 項（第２８条において準用する

場合を含む。）若しくは第４３ 場合を含む。）若しくは第４３

条の規定により号俸を決定され 条の規定により号俸を決定され

た職員であって、当該号俸の決 た職員であって、当該号俸の決

定に係る事情等を考慮した場合 定に係る事情等を考慮した場合

に、その者の昇給の号俸数をこ に、その者の昇給の号俸数をこ



の条の第８項に規定する「相当 の条の第９項に規定する「相当

する号俸数」とすることが部内 する号俸数」とすることが部内

の他の職員との均衡を著しく失 の他の職員との均衡を著しく失

すると認められる職員とし、こ すると認められる職員とし、こ

れらの職員についての「人事院 れらの職員についての「人事院

の定める号俸数」は、この条の の定める号俸数」は、この条の

第１項から第７項までの規定を 第１項から第８項までの規定を

適用した場合に得られる号俸数 適用した場合に得られる号俸数

を超えない範囲内で、部内の他 を超えない範囲内で、部内の他

の職員との均衡を考慮して各庁 の職員との均衡を考慮して各庁

の長が定める号俸数とする。 の長が定める号俸数とする。

１８ （略） １８ （略）

その他の事項 その他の事項

１ 各庁の長は、この規則の規定 １ 各庁の長は、この規則の規定

により職員の俸給を決定した場 により職員の俸給を決定した場

合において、当該決定に関する 合において、当該決定に関する

事項を通知するときには、当該 事項を通知するときには、当該

職員に人事院規則８―１２第５ 職員に規則８―１２第５３条に

３条に規定する通知書（以下「 規定する通知書（以下「通知書

通知書」という。）を用いて通 」という。）を用いて通知する

知するものとする。ただし、通 ものとする。ただし、通知書の

知書の交付によらないことを適 交付によらないことを適当と認

当と認める場合には、通知書に める場合には、通知書に代わる

代わる文書の交付その他適当な 文書の交付その他適当な方法を

方法をもって通知書の交付に代 もって通知書の交付に代えるこ

えることができる。 とができる。



２ （略） ２ （略）

３ 外務公務員法（昭和２７年法 ３ 外務公務員法（昭和２７年法

律第４１号）第２条第５項に規 律第４１号）第２条第５項に規

定する外務職員として人事評価 定する外務職員として人事評価

が実施された職員に対する第２ が実施された職員に対する第２

０条、第２５条（第２７条にお ０条、第２５条（第２７条にお

いて準用する場合を含む。以下 いて準用する場合を含む。以下

同じ。）及び第３７条並びに第 同じ。）及び第３７条並びに第

２０条関係及び第３７条関係の ２０条関係及び第３７条関係の

規定の適用については、外務職 規定の適用については、外務職

員の人事評価の基準、方法等に 員の人事評価の基準、方法等に

関する省令（平成２１年外務省 関する省令（平成２１年外務省

令第６号）第６条第１項に規定 令第６号）第６条第１項に規定

する全体評語を第２０条、第２ する全体評語を第２０条、第２

５条及び第３７条並びに第２０ ５条及び第３７条並びに第２０

条関係及び第３７条関係に規定 条関係及び第３７条関係に規定

する全体評語と、同令第６条第 する全体評語と、同令第４条第

２項第１号に規定する職員を人 ３項に規定する発揮した能力の

事評価政令第６条第２項第１号 程度を第２０条に規定する発揮

に掲げる職員と、外務職員の人 した能力の程度と、同令第４条

事評価の基準、方法等に関する 第４項に規定する役割を果たし

省令第６条第２項第２号に規定 た程度を第２０条に規定する役

する職員を人事評価政令第６条 割を果たした程度と、同令第６

第２項第２号に掲げる職員と、 条第２項第３号に規定する職員

外務職員の人事評価の基準、方 を人事評価政令第６条第２項第

法等に関する省令第５条第３項 ３号に掲げる職員と、外務職員



に規定する評価期間を人事評価 の人事評価の基準、方法等に関

政令第５条第３項に規定する評 する省令第６条第２項第２号に

価期間と、外務職員の人事評価 規定する職員を人事評価政令第

の基準、方法等に関する省令第 ６条第２項第２号に掲げる職員

５条第４項に規定する評価期間 と、外務職員の人事評価の基準

を人事評価政令第５条第４項に 、方法等に関する省令第５条第

規定する評価期間と、外務職員 ３項に規定する評価期間を人事

の人事評価の基準、方法等に関 評価政令第５条第３項に規定す

する省令第４条第３項に規定す る評価期間と、外務職員の人事

る評価項目を第２０条関係に規 評価の基準、方法等に関する省

定する評価項目と、同条第４項 令第５条第４項に規定する評価

に規定する果たすべき役割を同 期間を人事評価政令第５条第４

条関係に規定する果たすべき役 項に規定する評価期間と、外務

割と、同令第７条第２項に規定 職員の人事評価の基準、方法等

する調整者を第３７条関係に規 に関する省令第４条第３項に規

定する調整者と、同条第１項に 定する評価項目を第２０条関係

規定する評価者を同条関係に規 に規定する評価項目と、同条第

定する評価者と、同令第６条第 ４項に規定する果たすべき役割

１項に規定する個別評語を同条 を同条関係に規定する果たすべ

関係に規定する個別評語と、同 き役割と、同令第７条第２項に

条第４項に規定する個別評語及 規定する調整者を第３７条関係

び全体評語を付した理由その他 に規定する調整者と、同条第１

参考となるべき事項を同条関係 項に規定する評価者を同条関係

に規定する個別評語及び全体評 に規定する評価者と、同令第６

語を付した理由その他参考とな 条第１項に規定する個別評語を

るべき事項とみなす。 同条関係に規定する個別評語と



、同条第４項に規定する個別評

語及び全体評語を付した理由そ

の他参考となるべき事項を同条

関係に規定する個別評語及び全

体評語を付した理由その他参考

となるべき事項とみなす。

以 上


